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項目 開催月 2018年 2019年 2020年

GDP成長率 3月 2.7 2.4 2.0

(%) 12月 2.5 2.1 2.0

失業率 3月 3.8 3.6 3.6

(%) 12月 3.9 3.9 4.0

物価上昇率 3月 1.9 2.1 2.1

(%) 12月 1.9 2.0 2.0

FFレート 3月 2.1 2.9 3.4

(%) 12月 2.1 2.7 3.1

2018年3月12日 「適温」状態が続く米国の雇用統計（2018年2月）  
2018年3月12日 パウエルFRB新議長の『議会証言』 
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2018年3月22日 

緩和解除を進める米国の金融政策（2018年3月） 

政策金利を引き上げ、今後も緩やかな利上げを継続へ 

 FOMC参加者による2018年の政策金利見通し

の中央値は、「1回当たり0.25％の利上げ3回

（今回の利上げを含む）」となりました。景気、雇

用は順調な拡大を続けていますが、物価の上昇が

緩慢なため、米連邦準備制度理事会（FRB）は

緩やかなペースでの利上げを継続する見込みです。 

 パウエル議長のもとでは初となる米連邦公開市場

委員会（FOMC）が、3月20日～21日に開催

されました。結果は、市場の予想通り、政策金利

（FFレート）の誘導レンジを0.25％引き上げ、

1.50％～1.75％とすることを決定しました。 

0.25％の利上げ 
全会一致の決定 

経済見通しを上方修正 

拡張的な財政政策を反映 

FRBは「緩やかなペースでの利上げ」を継続する見通し 

 今回のFOMCの決定はほぼ事前の予想通りでした

が、緩やかな利上げ路線に変更はないとの安心感

から、21日の米国市場では、債券価格が上昇

（債券利回りは低下）しました。株価も日中は上

昇していましたが、引けにかけ利食い売りに押されて

下落に転じました。 

（注1）FFレートは2007年1月5日～2018年3月21日。2008年 
           12月以降のFFレートは誘導レンジの上限を表示。 
（注2）物価上昇率はPCE（個人消費支出）コア物価指数の前年同月比 
         で、2007年1月～2018年1月。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

 公表された声明文では、米国経済の現状を、「労

働市場は引き続き力強さを増し、経済活動は緩や

かな速度で拡大した」と評価しました。 

 前回の「堅調な速度で拡大」に比べ、僅かに下方

修正されましたが、先行きについては、「ここ数カ月

の間に経済見通しは強まった」と、より前向きな表

現になりました。 

 FOMC参加者による経済予測を見ても、GDP成

長率および物価上昇率が上方修正される一方、

失業率が下方修正されました。 

 大型減税を盛り込んだ「税制改革法」の成立や、

2年間で総額3,000億ドルにのぼる歳出上限の引

き上げといった、トランプ政権の拡張的な財政政策

の影響を織り込んだためと考えられます。 

【FOMC参加者の経済見通し】 

（注1）開催月は直近のFOMCが開催された月。12月は2017年12月。 
（注2）FOMCメンバーによる予測の中央値。GDPと物価上昇率は10-12 
           月期の前年同期比。物価上昇率はPCE（個人消費支出）コア物 
           価指数の上昇率。失業率は10-12月期の平均値。FFレートは各 
           年末時点における誘導レンジの中間値。 
（出所）FRBの資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

【政策金利と物価上昇率の推移】 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news180312us.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/usa/key180302us.html

